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第２章 医療費を取り巻く現状と課題 

１ 現状  

（１）医療費の動向 

①全国の医療費 

  全国の医療費を示す国民医療費は、令和３年度の数値で45.0兆円であり、前年度と比べ

て2.1兆円、4.8％の増額となっています。 

また、国民医療費の国内総生産に対する割合は年々増加傾向にあり、8.2％になってい

ます。 

人口１人当たりの国民医療費は、358,800 円で、前年度と比べ 5.3％の増加となってい

ます。 

 

〔資料〕国民医療費（令和３年度）、後期高齢者医療事業年報（令和３年度） 

 

②本県の医療費 

本県の医療費は、都道府県別国民医療費の令和３年度数値では、5,250億円となってい

ます。また、１人当たり医療費は、398千円となっており、全国平均359千円に比べ39千円

高くなっており、全国14位となります。全国平均よりも高くなっている要因の一つとして、

高齢化があげられます。 

愛媛県は、全国平均に比べ、高齢化が進んでいるため、年齢調整後の医療費※は344千円

で全国平均338千円との差は6千円となり、全国21位となります。さらに、診療種別ごとに

全国平均からの乖離を分析したところ、特に入院医療費において、全国平均よりも高くな

っています。 

※ 医療費の地域差の要因となる人口の年齢構成の相違による分を補正したもの。

なお、電算処理分のみの速報値のため国民医療費の全国平均と差が生じる。 
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〔資料〕国民医療費、老人医療事業年報、後期高齢者医療事業年報（平成17、20、23、27、30、令和３年度）  

 

１人当たり実績医療費と年齢調整後医療費の関係(R３年度) 

 

〔資料〕医療費の地域差分析（速報）（令和３年度） 
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〔資料〕厚生労働省 全制度計の地域差（令和３年度） 

 

〔資料〕厚生労働省 全制度計の地域差（令和３年度） 

 

③国民健康保険医療費 

  医療費のうち、国民健康保険医療費の動向を見ると、全国的には令和３年度で 10.3 兆

円であり、国民医療費の22.9％を占めています。 

  一方、本県の令和３年度の国民健康保険医療費は1,249億円で、総医療費の23.8％を占

めています。また、本県の１人当たり国民健康保険医療費は、421,192 円で、全国平均

（394,729円）より高く、全国17位の高額となっています。 
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〔資料〕国民健康保険医療費事業年報（令和３年度） 

 

〔資料〕国民健康保険医療事業費年報（令和３年度） 

④協会けんぽ医療費 

  医療費のうち、協会けんぽに係る医療費の動向を見ると、全国的には令和３年度で 7.8

兆円であり、国民医療費の17.3%を占めています。 

  一方、本県の令和３年度の協会けんぽに係る医療費は1,011億円で、総医療費の19.3％

を占めています。また、本県の１人当たり協会けんぽ医療費は、179,194 円で、全国平均

（179,405円）とほぼ同額で、全国26位となっています。 
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〔資料〕協会けんぽ事業費年報（令和３年度） 

〔資料〕協会けんぽ医療事業費年報（令和３年度） 

 

⑤後期高齢者医療費 

  医療費のうち、後期高齢者医療費の動向を見ると、全国的には令和３年度で 17.1 兆円

であり、国民医療費の38.0％を占めています。 

  また、1 人当たり後期高齢者医療費は、「後期高齢者医療事業年報」によると、本県は 

963,074円で全国平均の940,512円に比べ22,562円高く、全国順位は19位となっていま

す。 

  また、本県の令和３年度の後期高齢者医療費は約2,205億円で、総医療費の42.0％を占

めています。また、1人当たり後期高齢者医療費は、県全体の１人当たり医療費の2.5 倍

となっており、後期高齢者医療費の伸びが県全体の医療費の増加に大きく影響しています。 

  「都道府県別の将来推計人口」によると、今後、県内人口が減少傾向となる中で、県内

の老齢人口は微増傾向となっており、75歳以上人口で見ると令和２年の231千人から令和

７年には 262 千人に、令和 17 年には 270 千人になると予想されています。こうした高齢
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化の進展に伴って、後期高齢者医療費は今後高い伸びを示すと予想されます。 

 

〔資料〕後期高齢者医療事業年報（令和３年度） 

 

     〔資料〕後期高齢者医療事業年報（令和３年度） 
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【県民の健康の保持の推進に関する事項】 

（２）特定健康診査・特定保健指導の実施状況  

医療保険者は、高齢者の医療の確保に関する法律第20条及び同法第24条の規定に基づき、

特定健康診査及び特定保健指導を実施し、実施年度の翌年の11月１日までに診療報酬支払

基金に実績報告を行うことになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             ※対象者の状況に応じ、評価後のフォローアップや６ヶ月経過後に評価を行うことも可能。 

 

特定健康診査・特定保健指導について 

  平成20年度の制度改正により、それまで疾病の早期発見・早期治療を目的として市町村が実施

してきた基本健康診査に替えて、医療保険者に実施が義務付けられたのが特定健康診査・特定保

健指導です。 

特定健康診査・保健指導は、がんや糖尿病など死亡原因の約６割を占める生活習慣病を予防す

るため、健診で、内臓脂肪の蓄積に着目した指導が必要な人を抽出し、自らの力で生活習慣を変

えることができるように指導を行うものです。 

 

 

 

特
定
健
康
診
査
の
実
施 

○健診結果等の情報提供（全員） 

低 ----------------------------------------- 

↑ ○特定保健指導（動機付け支援） 

リ  医師等の指導の下で生活習慣の改善計画を立て、    

ス  自らの力で改善に取り組む（３ヶ月以上経過後※に評価） 

ク ----------------------------------------- 

○特定保健指導（積極的支援） 

↓  生活習慣の改善計画に基づき、保健師等が３ケ月 

高  以上継続して指導（３ヶ月以上経過後※に評価） 

生
活
習
慣
病
の
予
防 

【階層化】 

健診結果に基

づき保健指導

の対象者を抽

出 
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①令和３年度特定健康診査実施率 

特定健康診査実施率の全国平均は56.2％で、愛媛県は全国41位の51.1％となっています。 

 

 対象者数 終了者数 受診率 

全国 53,801,973  30,240,302  56.2% 

愛媛県（全国41位） 598,030 305,872 51.1% 

〔資料〕特定健康診査・特定保健指導に関するデータ（令和３年度） 

②令和３年度特定保健指導実施率 

特定保健指導実施率の全国平均は24.7％で、愛媛県は全国16位の27.4％となっています。 

 

 対象者数 終了者数 受診率 

全国 5,232,034 1,290,313 24.7% 

愛媛県（全国16位） 54,379 14,907 27.4% 

〔資料〕特定健康診査・特定保健指導に関するデータ（令和３年度） 
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（３）生活習慣病に分類される疾病の状況 

  ①受療動向 

    「令和２年患者調査※」によると、生活習慣病に分類される主な傷病ごとの全国的な受

療率（外来10万人あたりの人数）は、高血圧性疾患471人、脳血管疾患59人、悪性新生

物144人、糖尿病170人となっています。 

    本県においては、高血圧性疾患 607 人、脳血管疾患 82 人、悪性新生物 166 人、糖尿病

217 人となっており、医療費の増加につながっている現状の分析を行い対策の立案が必要

と考えます。 

                                ※ 患者調査は３年毎に実施          

 

 

     〔資料〕患者調査（令和２年） ※10月のうち１日（医療施設ごとに定める）のデータ 

 

②死亡率 

    「令和３年人口動態調査」によると、全国の死因別死亡数（人口10万対）は、１位が悪

性新生物（382 千人）、２位が心疾患（215 千人）、３位が老衰（152 千人）、４位が脳血管

疾患（105 千人）となっており、このうち生活習慣との関連が大きい心疾患及び脳血管疾

患について、一定の年齢構成の基準人口に当てはめて調整した人口10万人当たりの死亡率

（年齢調整死亡率）で見てみると、本県は、全国平均を上回っており、特に、心疾患（高

血圧性を除く）は、全国１位の高率となっています。（高血圧性疾患の死亡率は全国８位。） 
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   〔資料〕人口動態調査（令和３年度） 

 

 

     〔資料〕人口動態調査（令和３年度） 

 

③生活習慣病の有病者及び予備群の状況 

    高齢化の急速な進展に伴い、疾病構造も変化し、疾病全体に占めるがん、虚血性心疾患、

脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病の割合は増加し、死亡原因でも生活習慣病が約５割以

上を占め、医療費に占める生活習慣病の割合も国民医療費の約３分の１となっています。 

    生活習慣病の中でも、特に、心疾患、脳血管疾患等の発症の重要な危険因子である糖尿

病、高血圧症、脂質異常症等の有病者やその予備群が増加しており、また、その発症前の

段階であるメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当者と予備群を合わせた割

合は、本県における40歳以上では、男性では42.7％、女性では12.9％の割合に達してい

ます。（令和３年度） 
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        ※グラフ構成比の数値は四捨五入しているため、内訳の合計が100％にならない場合がある。 

 〔資料〕国民医療費（令和３年度）、人口動態調査（令和３年） 

 

 

 〔資料〕特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（令和３年度） 

 

 

〔資料〕特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（令和３年度） 
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〔資料〕特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（令和３年度） 

 

    〔資料〕特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（令和３年度） 

④生活習慣病対策の必要性 

    国民の受療の実態は、高齢期に向けて生活習慣病の外来受療率が徐々に増加し、次に75

歳頃を境にして生活習慣病を中心とした入院受療率が上昇するとされています。不適切な

食生活や運動不足等の生活習慣がやがて糖尿病、高血圧症、脂質異常症、肥満症等の生活

習慣病の発症を招き、通院し服薬が始まり、その後、こうした疾患が重症化し、虚血性心

疾患や脳卒中等の発症に至るという経緯をたどることになります。 

    このような経過をたどることは、個人の生活の質の低下を招くものであり、これは若い

時からの生活習慣病の予防により防ぐことができ、健康の改善により生活の質を向上させ

ることができれば、健康寿命を延ばすだけでなく、健康に働く者を増やすことにもなり、

結果として、社会保障の担い手の増加・健康格差の拡大防止につながります。 

    国においても、生活習慣病については、発症予防として個人の生活習慣の改善を促す取

組を進めることや、重症化するリスクの高い医療機関未受診者等には、医療機関の受診を
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勧奨し必要な治療を行うとともに、重症化を予防する取組を進めることが重要であるとさ

れています。 

本県では、「愛媛県糖尿病性腎症重症化予防プログラム（国保・後期高齢者版）」（平成

29 年３月策定）に基づき、県医師会、県糖尿病対策推進会議の協力のもと、県、保険者、

地域の医療関係団体等が連携を図り、関係者が一体となって糖尿病性腎症重症化予防に取

組んでいます。 

 

⑤本県におけるメタボリックシンドロームの状況 

    令和３年度の本県におけるメタボリックシンドローム該当者及びその予備群と考えられ

る者を合わせた割合は、男性では40歳以上42.7％（平成27年度は39.6％）、女性では40

歳以上で12.9％（平成27年度は11.7％）となっており、メタボリックシンドロームの該

当者及び予備群の減少に向けた対策が必要です。 
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（４）県内における医療費の状況 

  ①疾病別 被保険者１人当たり医療費 

  〔資料〕ＫＤＢデータから県において集計 
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〔資料〕ＫＤＢデータから県において集計 
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  ②多受診（重複受診・頻回受診・重複服薬）患者 

〔資料〕ＫＤＢデータから県において集計 
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〔資料〕ＫＤＢデータから県において集計 
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③生活習慣病と関連が深いとされる疾病にかかる医療費 

 

〔資料〕ＮＤＢデータ（令和３年度） 

 

 

〔資料〕ＮＤＢデータ（令和３年度） 

 

医療費が高い高血圧性疾患、その他の心疾患、脳梗塞及び糖尿病について、被保険者１人

当たり医療費の年齢階層ごとの変化を見ると40歳代から医療費が高くなっています。 
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〔資料〕ＮＤＢデータ（令和３年度） 

                                                                    

（５）喫煙の状況 

たばこは、肺がんをはじめとして喉頭、食道、胃、膀胱などの多くのがんや虚血性心疾患、 

脳血管疾患、慢性閉塞性肺疾患、歯周疾患などの疾患、及び低出生体重児や流・早産など妊 

婦に関連した異常の危険因子です｡ 

さらに、本人の喫煙のみならず、喫煙者のたばこ煙による周囲の受動喫煙も、非喫煙者の

肺がんや虚血性心疾患、呼吸器疾患、乳幼児突然死症候群などの危険因子となります｡  

しかし、禁煙に成功すれば、喫煙を継続した場合に比べて、危険性は大きく減少します｡ 

人口動態統計によれば、肺がん死亡数が平成 10 年に胃がん死亡数を上回り、以来、がん

の部位別死亡数の首位を占めており、現在も増加傾向にあります｡ 

本県においても、同年より、肺がんが、がんの部位別死亡数の第１位となっています。 

本県の成人の喫煙率は、令和４年県民健康調査※では8.9％となっていますが、その中で、

「１か月以内に禁煙をする予定」と「チャンスがあれば禁煙したい」を合わせると男性20.8％、

女性30.0％になります。                 ※ 県民健康調査は５年毎に実施 

 

（６）予防接種の状況 

   疾病予防という公衆衛生の観点及び県民の健康の保持の観点から、予防接種の適正な実施

や対象者が適切に接種を受けるための関係団体間の連携や普及啓発等の取組が重要です。 

本県では、県医師会の協力のもと、全市町が参加し、乳幼児・学童、高齢者の予防接種の

広域化を実施しています。 

 

（７）高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防・介護予防に関する状況 

   高齢者に対する疾病予防・介護予防の推進に当たっては、高齢者が複数の慢性疾患を有す
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ることや、加齢に伴う身体的、精神的及び社会的な特性を踏まえ、関係団体との連携を図り、

疾病の重症化予防と生活機能維持の両面にわたる課題に一体的に対応することが重要です。 

   なお、国において令和２年度に制度化された「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実

施」については、市町、愛媛県後期高齢者医療広域連合（以下、「広域連合」という。）等関

係団体との連携を図り、令和５年度から全市町において実施しています。 

   

（８）その他予防・健康づくりの推進に関する状況 

   健康寿命の延伸の観点からも予防・健康づくりの取組を通じた健康の保持の推進を図るこ

とが重要であり、県では第３次県民健康づくり計画「えひめ健康づくり 21」、各保険者等に

おいてはデータヘルス計画に基づいて保健事業を実施しています。 

   また、加齢に伴う身体的特性の一つである口腔機能の低下について、平成元年から、厚生

労働省と日本歯科医師会により、80歳で自分の歯を20歯以上保つ8020運動が推進されてい

ますが、本県の 8020 運動達成者率は、令和４年県民健康調査では 44.3％、全国の達成者率

は、令和４年歯科疾患実態調査で51.6％となっています。 

 

【医療の効率的な提供の推進に関する事項】 

（９）医薬品の使用状況 

  ①後発医薬品等の使用 

   国では、「経済財政運営と改革の基本方針2021」（令和３年６月18日閣議決定）において、

後発医薬品の使用割合を令和５年度末までに全ての都道府県で 80％以上とするという数値

目標を、金額ベース等の観点を踏まえて見直す一方、現時点で数量ベースの使用割合が80％

に達していない都道府県においては、当面の目標として、可能な限り早期に80％以上に到達

することを目標とすることが望ましいとされています。 

本県の現状については、令和３年度には後発医薬品の数量割合は全国 79.6%に対し 77.8%

となっています。なお、調剤医療費の動向（令和３年度版）では、後発医薬品割合（数量ベ

ース・総数 令和４年３月）は、全国82.1%に対し83.2%となっていますが、薬剤料ベースで

は、全国20.2%に対し18.8%となっています。 

 また、遺伝子組換え技術や細胞培養技術等を応用し、微生物や細胞が持つタンパク質（ホル

モン、酵素、抗体等）等を作る力を利用して製造される医薬品がバイオ医薬品ですが、後発医

薬品と同様に医療費適正化の効果を有するとされるものに、バイオ後続品があります。バイオ

後続品とは、国内で既に新有効成分含有医薬品として承認されたバイオ医薬品と同等の品質、

安全性、有効性を有する医薬品として、異なる製造販売業者により開発された医薬品です。 

国においては、令和11年度末までにバイオ後続品に80％以上置き換わった成分数が全体の成

分数の60％以上にするという目標を設定していますが、都道府県ごとの現状は示されていませ

ん。 
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       〔資料〕ＮＤＢデータ（令和３年度） 

 

〔資料〕調剤医療費の動向（令和３年度版） 

 

②医薬品の適正使用 

   医療費の増大が見込まれる中、重複投薬や多剤投与の是正の必要性や複数疾患を有する患

者への複数種類の医薬品投与による副作用の発生や飲み残しに対する指摘もある等、医薬品

の適正使用への取組が重要となっています。 

   本県においては、投薬を受けている全年齢の患者の 2.41%にあたる 14,567 人、薬剤費の

0.58%にあたる４億 2,238 万円が重複投薬となっており、全国でも３位の高い割合となって

います。 

   また、国では、複数種類医薬品の適正使用対象とする１人当たりの投薬種類数の目標を目
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安６種類としていますが、本県では、全年齢の患者の17.08%にあたる150,853人、薬剤費の

54.73%にあたる409億9,394万円が７剤以上の投与となっています。 

 

       〔資料〕ＮＤＢデータ（令和３年度） 

 

（10）医療資源の効果的・効率的な活用 

   医師の判断や地域の実情に十分留意する必要がありますが、急性気道感染症や急性下痢症

に対する抗菌薬処方は効果が乏しいというエビデンスがあること、白内障手術及び化学療法

の外来での実施状況などの医療資源の投入量については地域差があることが指摘されてい

ます。 

   なお、15歳未満の第３世代セファロスポリン系の抗菌薬使用量について、愛媛県は全国で

最大となっており、白内障手術の外来での実施割合は全国で第24位となっています。 
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※15歳未満の第３世代セファロスポリン系のデータ 

〔資料〕薬物耐性（ＡМＲ）プラットフォーム 令和２年 

 

〔資料〕ＮＤＢオープンデータ（令和３年度） 

 

〔資料〕ＤＣＰデータ（令和３年度）、国税調査（令和２年度） 
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（11）医療・介護の連携を通じた効果的・効率的なサービス提供の推進 

   高齢期の疾病は、治療等の医療に対するニーズだけでなく、疾病と関連する生活機能の低

下等による介護に対するニーズの増加にもつながります。高齢化の進展に伴い、継続的に医

療や介護が必要な高齢者が今後も増加することから、各制度の効率的な運用に努めるととも

に、在宅医療と介護、福祉の体制充実や連携強化を推進する必要があります。 

また、特に高齢者の入院患者数・手術件数の多い大腿骨骨折について、今後更なる増加が

見込まれることから、骨粗鬆症の把握、その治療の開始及び継続のための取組が重要です。 

 

２ 課題   

  本県の医療費を取り巻く課題については、これまでのことから次のことがあげられます。 

（１）医療費 

   令和３年度の本県の１人当たり医療費は、総額（398千円）で、全国平均（359千円）を上

回っています。また、県内保険者間で比較すると、後期高齢者医療は、国民健康保険の 2.3

倍、協会けんぽの5.4倍の金額となっています。（※金額等のデータは、第２章 １現状 医

療費の動向（本資料 3～6 頁）をご参照ください。）国保データベース（KDB）等の国以外の

データも有効活用することで、県内の医療費の実態把握に努め、今後も増加していく見込の

後期高齢者の医療費をはじめ、本県の医療費の適正化を図る必要があると考えます。 

 

（２）特定健康診査・特定保健指導 

令和３年度の特定健康診査実施率の全国平均は56.2％で、愛媛県は全国41位の51.1％と

下位に低迷しています。  

令和３年度の特定保健指導実施率の全国平均は24.7％で、愛媛県は全国16位の27.4％と

全国平均より高い数値となっていますが、これは、特定健康診査実施率が低く、結果として

対象者が絞り込まれたことが要因と考えられます。全国平均を下回る特定健康診査をはじめ、

実施率の向上と、成果の正確な評価が課題であると考えます。 

 

（３）生活習慣病 

   生活習慣病に分類される主な疾病である高血圧性疾患、虚血性心疾患、脳血管疾患、糖尿

病について、愛媛県の受療率は、全ての疾患で全国平均を上回っています。 

   生活習慣病の予防及び罹患後の重症化予防に向けた取組の推進が課題であると考えます。 

  

（４）喫煙 

本県の成人の喫煙率は、令和４年県民健康調査では8.9％となっています。 

喫煙は、がん・循環器疾患・糖尿病・ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）といった生活習慣病

の予防可能な最大の危険因子であるほか、低出生体重児の増加の一つの要因であり、受動喫
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煙も様々な疾病の原因となります。 

成人喫煙者の割合の減少や妊娠中の喫煙防止、受動喫煙の害を排除・減少させるための環

境整備が必要と考えます。 

 

（５）予防接種 

   予防接種への関心を高める等、引き続き接種率の向上を図ることが必要と考えます。 

  

（６）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

   高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防、介護予防については、広域連合と市町に

より一体的実施が推進されているところであり、関係機関の緊密な連絡体制、情報網を構築

し、地域の実情に応じた効率的な対応策を進めることが必要と考えます。 

 

（７）医薬品の使用 

  ①後発医薬品の使用 

まず、現在、関係団体や保険者等が実施している使用促進事業の効果の状況や薬効別使用

割合等の更なる詳細分析等により、保険者間差異等の要因の検証を行うことが必要と考えま

す。その上で、各関係者の役割分担に応じた促進策を検討・実施していくことが必要と考え

ます。 

また、患者や医療関係者から後発医薬品の品質について不安を感じるとの意見があります。 

このため、県が実施している「愛媛県後発医薬品安心使用対策事業」において、県内の医

療機関等が後発医薬品を安心して使用できるよう、医薬品の供給及び情報提供体制の整備等

の問題点について検討し、後発医薬品の適正な使用をより一層推進することが必要と考えま

す。 

なお、バイオ後続品の本県での使用状況については、国によるデータの公表等があり次第、

分析を行います。 

 

  ②医薬品の適正使用 

   調剤医療費は全国平均に比べ高い状況にあり、うち技術料は全国平均より低くなっていま

すが、薬剤料に係る部分についても全国平均より高くなっています。 

県としては、必要以上の重複投薬や多剤投与の是正のため、患者や医療機関及び薬局に対

する医薬品の適正使用に関する普及啓発等が必要と考えます。 

また、地域や医療機関・薬局におけるフォーミュラリ（医療機関等において医学的妥当性

や経済性等を踏まえて作成された医薬品の使用方針）の作成・運用についての参考資料（「フ

ォーミュラリの運用について」）も国から提示されています。 

 

（８）医療資源の効果的・効率的な活用 
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   急性気道感染症や急性下痢症に対する抗菌薬処方の適正化や白内障手術及び化学療法の外

来での実施状況等の、各機関から提供されるデータについて正確に収集・分析する一方、診

療行為の必要性については極めて高度な医学的判断を要するため、医療関係者等と十分に連

携し、地域の医療提供体制の現状を正確に掴むことが県として重要であると考えます。 

 

（９）医療・介護の連携を通じた効果的・効率的なサービス提供の推進 

   医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で、生涯にわたり安心し

て、自分らしい暮らしを続けることができるよう、健康増進から疾病の予防、治療、リハビ

リテーション、介護サービス等、保健から医療、介護、福祉に至るサービスを切れ目なく提

供できる仕組みを構築していくことが重要になっています。地域の保健・医療・福祉の包括

的なサービスが提供できるよう、行政機関と関係機関・団体等が有機的に連携する体制の構

築に努めます。国からも、在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療機関と介護事業

所等の関係者との協働・連携を推進することを目的として、令和２年に改正された「在宅医

療・介護連携推進事業の手引き」が提示されています。 


